


低炭素化社会がめざす姿

技術的な対策導入と社会・経済の変革

望ましい社会を実現する

温暖化問題解決のみが目標ではない

循環型社会の実現

自然共生社会の実現

高い生活の質の実現

社会の活力の維持
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21世紀前半の日本（先進国）の課題

高齢社会の新しい姿の創造

地域の活力(地方都市)の維持

生活の質の維持と向上

時間に余裕のある生活vs.出番の喪失

くらしと文化の多様化

地域コミュニティを基盤にした活動
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人口減少の中での広域土地利用

人口減少
コンパクトな都市

環境負荷大
生活の質低

環境負荷小
生活の質高
都市と里地里山
のリンク

発展前

急速な
成長
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低炭素社会実現の戦略
エネルギー供給側対策

炭素強度（エネルギー量あたり
のCO2排出）の低減
＝エネルギー種の賢い選択

需要側対策

 エネルギー強度（ GDPあたりの
エネルギー消費）の低減
＝省エネルギー・省資源

都市の構造

炭素強度低減やエネルギー強度
低減を実現する場

地域のエネル
ギー資源の

発掘

地域コミュニ
ティを生かした

賢い消費

人びとの活動
が効果を持つ

場づくり
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エネルギー供給側対策

炭素強度の低いエネルギーの利用

原子力＋再生可能エネルギー

再生可能エネルギー

太陽エネルギーの直接利用（太陽光，太陽熱）

太陽エネルギーの間接利用（水力，風力，バイ
オマス）

 その他（地熱，月（潮汐））
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再生可能エネルギーの可能性と課題

 高コスト→フィードインタリフの導入

 賦存地と需要地の不一致

 技術的課題（系統連系）

主な再生可能エネルギーのポテンシャル

設備容量ポテン
シャル(万kW) 出典

太陽光（住宅以外） 14,929 環境省(2011)

太陽光（住宅） 4,000 太陽光発電協会 中長期ビジョン

風力（陸上） 28,294 環境省(2011)
風力（洋上） 157,262 環境省(2011)
中小水力 1,444 環境省(2011)
参考：設備利用率がそれぞれ異なることに注意。2009年の電気事業者の総設備
容量は20,400万kW（環境省(2011)）。
環境省(2011)： 平成２２年度 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査
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地域主導のエネルギー供給
「緑の分権改革」の一環

地域の自給力と創富力

 エネルギーの地産地消、
大都市への輸出

エネルギー資源

バイオマス（林地、農地）

風力の利用

小水力

課題

効率的な経営vs.地元が潤う事業のかたち

 コミュニティ強化への効果

（総務省）
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小水力発電と並行した地域づくり

活動の相乗効果

• 農産物加工所再生

（電気代削減＋特産品開発）

• 地元女性グループによるカフェ

（小水力発電見学者へ郷土料

理のもてなし）

• １１０戸２７０人の集落への移住
50kW規模で
電力自給を目指す

小水力発電による地域活性化

岐阜県郡上市白鳥町石徹白（いとしろ）

農産物加工所
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太陽光発電と地域活性化（大規模）

メガソーラー

遊休地を「エネルギー地」に

積雪地域でも可能

雪国型メガソーラー
（昭和シェル）

年間最適傾斜角の斜面日射量

公共系建築物 2,315

発電所・工場等 2,896

低・未利用地 2,735

耕作放棄地 6,983

小計 14,929

ポテンシャル 設備容量（万kW)

(環境省，2011)
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太陽光発電と地域活性化（住宅）

住宅用太陽光発電

消費地に近いところでの発電

 ライフスタイルへの効果

電力消費を抑制する効果

 エコタウン開発のシンボル

（社）太陽光発電協会(2010)
中長期ビジョン「JPEA  PV 
OUTLOOK 2030」
2030 年：1,170 万戸で4,000 
万kWの設備容量

NEDO実証試験地区
（群馬県太田市）
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バイオマスと地域活性化（木質系）

 資源としての利用とエネルギー
としての利用 北海道上川郡下川町
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都市と非都市の連携

都市部

非都市部

風力
木質バイオマス

需要
資金

再生可能
エネルギー

オフィスビル

青森県

プラント運営

蓄電設備つき風力発電

通常の
送配電網
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東京都再生可能エネルギー戦略
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地域に基盤をおいた低炭素社会形成実験

科学技術振興機構(JST)
社会技術研究開発事業
「地域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」
（領域代表：堀尾 正靱）

地域の問題の解決

地域の主体形成
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９

２

東北の風土に根ざした地域分散型エ
ネルギー社会の実現

環境共生型地域経済連携の
設計・計画手法の開発

３
地域共同管理空間（ローカル・コモンズ）の包
括的再生の技術開発とその理論化

５
小水力を核とした
脱温暖化の地域社会形成

４
滋賀をモデルとする自然共生
社会の将来像とその実現手法

中山間地域に人々が集う脱温暖化
の『郷（さと）』づくり８

地域力による脱温暖化と未来
の街ー桐生の構築６

地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナン
スの統合的活用政策及びその事業化研究

快適な天然素材住宅の生活と脱温暖化を「森と
街」の直接連携で実現する11

10

７
名古屋発！低炭素型買い物
販売・生産システムの実現

＝平成20年度採択ＰＪ ＝平成21年度採択ＰＪ

プロジェクトの全国分布

都市部と連携した地域に根ざしたエコ
サービスビジネスモデルの調査研究

＝平成22年度採択ＰＪ

１
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12
環境に優しい移動手段による持続可能な
中山間地域活性化

環境モデル都市に
おける既存市街地
の低炭素化モデル
研究

I/Uターンの促進と
産業創出のための
地域の全員参加に
よる仕組みの開発

Bスタイル：地域資源で循環型生
活をする定住社会づくり

地域再生型環境エネルギーシステ
ム実装のための広域公共人材育
成・活用システムの形成

主体的行動の誘発による文の京の脱温暖化

＝共同研究者所在
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文の京（ふみのみやこ）プロジェクト

東京都文京区を対象

環境ネットワーク・文京(NPO)と東京大学

地域の特徴

総人口 約19万人（2011年12月現在）

世帯数 10万世帯 、単身世帯51％が特徴

 CO2排出源は家庭(25%)と業務(52%)部門
⇒主体的脱温暖化行動の促進

http://www.en-bunkyo.org/
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現状の問題

学校での教員による環境教育、家庭部門への
マスコミ・新聞を通じた啓発、事業所における
省エネ担当者の取り組みが分断

一般的環境配慮意識と脱温暖化行動実行段
階の間にギャップ

地域が抱える問題（希薄な地域コミュニティ、
乏しい世代間交流）と省エネは別問題

専門能力や社会能力に富む地域の人材（シニ
ア層、女性）に活躍の場が与えられていない。
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基本方針とねらい

主体的な脱温暖化行動の浸透を意図

学校での教育、家庭、職場を横断して「主
体的な脱温暖化行動」を推進

地域の課題の解決を意識

⇒大学・NPO・行政が協働して、地域の人材を育て、
活用して、学校、家庭、事業所における主体的な

脱温暖化活動を、分野横断的に進めることによって、
地域全体として脱温暖化の潮流を形成する
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しくみづくり
文京区

幼稚園・保育園
（園児）
（保育士）

小中学校
（生徒）
（教師）

大学
（教職員）
（学生）

家庭
（保護者）

一般区民

環境ネット
ワーク・文京 実現センター

教育
プログラム

教育
プログラム

講習会等

リーダー育成講座

東京大学

脱温暖化行動
人材

区外へ波及

事業所

セミナー
交流会
コンテスト

プチエコ

情報提供・コーディネータ

学生参加活動

町内会

（１）知恵の実現セン
ターの活動の充実

（２）環境学習
リーダー育成

（３）学校教育と
家庭への波及

（４）プチエコプロ
グラムの実行、
町内会を通じた
取り組み

（５）事業所・大
学の組織化

効果測定

（６）主体的行動
支援の研究

（７）PDCA・地域全
体の低炭素化への
手法開発の評価

区
協力・支援・
政策・場所
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取り組みの内容(1)
 横断的取り組みの要として「文の京知恵の実現セ
ンター」を設置

 文京区民を対象に「環境学習指導員認定講座」を
実施。修了者は学校、家庭、事業所の活動の補
助者となり、次いで活動の責任者となる

http://chie-center.net
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取り組みの内容(2)
 幼保・小中学校での教育には学生、

NPOメンバーが携わり世代間交流を図る

 町内会、イベントを通じてさまざまな世代の
個人にアプローチ

 中小企業を対象にした省エネ事例交換会、
省エネ実行コンテスト

 文京区の大学間の学生の連携
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地域の特徴を生かした低炭素化（規模別戦略）

現在

大都市 中規模都市
農林後背地を持つ
小規模市町村

２０５０

機能の高効率化 コンパクト化 バイオマス活用都市

高機能オ
フィス

地域冷暖
房

集合住
宅居住

（施策）
排出権取
引を含む
経済的イ
ンセンティ
ブの付与

都心居住

都心商業
地活性化

（施策）
・商業立
地政策

・都心居
住

高効率都市の形成

集合住
宅居住

バイオマ
ス利用
技術

（施策）
・モデル事
業による
事業モデ
ル形成

・エネル
ギー産業
の地域へ
の参入促
進

コンパクトシティの形成 ビジネスモデルの普及

規模に応じた計画戦略

地域経済
の独立

公共交
通機関

国
土
計
画

低炭素社会の国土計画 23


